
持続的共進化地域創成拠点
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目指すべき社会像(10年後)

バックキャスト

アンダーワンルーフ(大学＋企業/自治体)

最長9年支援 → その後は自立※せよ

※イノベーションプラットフォーム(エコシステム)
を構築し大学に残す

イノベーション(社会実装)
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【ビジョン1】少子高齢
化先進国としての持続
性確保[7]

【ビジョン2】豊かな生
活環境の構築(繁栄し、
尊敬される国へ)[4]

【ビジョン3】活気ある
持続可能な社会の構築
[7]
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持続的共進化地域創成拠点
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持続的共進化地域創成拠点

真のエネルギー
地産地消

持続的
モビリティ

ICT見守り
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真のエネルギー地産地消を実現するための
バックキャスト

要素技術の
イノベーション

2030年（10年後）

2021年度（COI 終了時点）

システムの規模
(エネルギーシステムの受益者数)

社会を支えるエネルギー基盤の確立

水素による発電/蓄エネ効率 60%超/80%超

コストエンジニアリング評価システム SOFC, SOEC他

社会におけるエネルギー利用の仕組みの構築

PVインバランス補償の実現 1か所

電気代そのまま払い 5か所

電気自動車による周波数制御実証 1か所

世界的な温室効果ガス
削減目標の達成

環境・経済・社会の
統合的向上

地域の持続的に快適な
くらしを支えるエネルギー

地域経済活性化
雇用創出に貢献

社会実装事業
としての展開

COI課題の共進化による
社会実装事業の創成

 燃料電池による調整力抽出と電力系統安定化事業

 電気代そのまま払いとインバランス補償の統合事業

 革新的燃料電池，水素生産とコストエンジニアリング

 電気/水素コプロ事業と水素ST配置モデルの統合

 電気自動車による周波数制御とモビリティの統合

 地域電力小売事業におけるリスク管理スキーム確立

真のエネルギー地産地消
に向けた事業の実現

低炭素発電技術を利用した
エネルギーシステム実現
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短期インバランス補償(EV等活用)
電気代
そのまま払い

コストエンジニアリング

長期インバランス
補償(水素活用)
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理想のモビリティ（移動性）を実現するためのバックキャスト
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人口カバー率

（神奈川県想定）

2050年（30年後）

2030年（10年後）

2021年（COI終了時点）

都市郊外 都市中心部 中山間地域

 住民関与型運行の実証

 幹線公共交通等との連携

 小型乗合車両デザイン刷新

 EV-LFC 連携体制構築準備

居住者のサービス参加率 10%

市民ドライバー運行分担率 50%

サービス運営コスト／収入 1.00

誰もがいつまでも気軽

に出かけられるまち

車のない人の１日あたり移

動回数を、車のある人と同

等に

バランスのとれた

交通手段の構成

「自動車」「公共交通」「徒

歩・自転車」の

割合を３割ずつに

車のない人の１日
あたり移動回数

+10%

自家用車の構成比 40% ⇒ 35%

 住民関与型運行の定着

 新型デザイン車両の実装

 EV-LFC 連携システム実装

（202X 年 市場形成）

 中山間地域版協働・共有型モビリティシス

テム

 共助型自家用車送迎（cf. たすけあい

カー）、ゆっくり自動運転との連携

 ワイヤレス給電の導入

 一部無人運転化、一部オン

デマンド運行化

 MaaS を介した shared-

mobility との連携

100%
（900万人）

90%
（830万人）

50%
（470万人）

※ 1日あたり移動回

数とその交通手段構

成

目標達成度 50% に到達するため、市民＋

技術の共進化によってシステムの費用効果を

さらに向上。

協働・共有型モビリティシステ

ムが、事業としてまわる仕組

みをつくる。

普及展開普及準備完了

課題の複雑さ



ICT見守りによる安全･安心で活力のある
まちを実現するためのバックキャスト

2021年（COI終了時点）

2050年（30年後）

公共交通機関利用率
（地域公共交通の活性化）

+10 %

まち歩きの増加率
（歩行者通行量の増加）

+10 %

公共交通機関利用率
（他地区に横展開）

+20 %

まち歩きの増加率
（ターゲット訪問者の増加）

+20 %

課題の複雑さ

移動に不安のない
「あんぜん・あんし
んなまち」

郊外における
公共交通機関
分担率を50%
以上に

訪れたくなる「賑わ
うまち」と外出意欲
旺盛な人々が多数を
占める社会

まち歩きの増
加率の世代毎
の目標値を達
成

2030年（10年後）

交通結節点での「身体的・心理的乗
継抵抗」を軽減／「賑わい創出」に
よるまちに出掛ける動機付け／見守
りによる「外出頻度の検出」および
「行動推薦」による外出促進

商店街

街区

駅
バス停

対象エリア

 公共交通機関での移動の安心安全確立
 運転死亡事故率の低減

 人々のQoL向上
 経済循環（地域経済活性化）への貢献

普及展開普及準備完了

モビリティとの共進化により、
まちへのいざない、賑わい創出、
外出促進を総合的に実現

 複数の交通結節点での見守りサービ
スの連携（ex. 鉄道＆バス）

 MaaSとの連携

 交通結節点での見守りサービスの社
会実装

 MaaSとの連携を見据えたAPIの開発
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九大学研都市駅等典型的な
地点での社会実装

社会実装の横展開／
点から線への連携強化

街の魅力づけ
（本源需要の創出）

公共交通の利⽤しやすさ向上
（乗継抵抗の軽減）外出促進

（外出頻度の検出）

協働共有モビリティ マルチモーダル情報提供

安全・安心
見守り・移動⽀援

安全・安心
見守り・移動⽀援



イノベーション(社会実装)の進捗状況
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